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 日本は高齢社会を迎え，今後は高齢者の生活に欠かせない，医療・介護などのサービスを適切に供給で

きるような都市構造の将来が必要と考えられる．例えば，山梨県では郊外化が進んだことにより，郊外に

居住する高齢者の数が増加してきている．しかし，郊外部では自動車等の利用が自由に行える場合は良い

が，そうでない場合には必ずしも十分に医療，介護サービスを受けることができないなど不便が生じる．

それに対し，交通施設整備による対応が効果的であるか都市施設整備あるいはその問題点が有効か検討す

ることが重要と考えられる．本研究ではこうした問題を検討するための応用都市経済モデル(CUE)を構築

し，それに基づく各種施策評価を行う． 
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1. はじめに 

 

 我が国は高齢化が進んでおり山梨県では全国平均高齢

化率より高水準で高齢化が進んでいる（図 1）．そのた

め，これからは高齢社会に対応した都市構造への転換が

重要な課題になると考えられる． 

 高齢社会に対応した都市構造とは，移動に対して他の

世代より困難さを伴う高齢者が自身の欲求を満たすため

の活動をスムーズに行えるような都市構造といえる．こ

うした都市構造を創造するには，高齢者が必要とする都

市施設の整備あるいは再配置，また交通施設整備を適切

に実行することが肝要となる．ここでいう都市施設とは，

医療施設や介護福祉施設，商業施設などであり，高齢者

にとって生活に欠かせない施設である．こうした施設の

提供するサービスを円滑に消費できるようにすることが

重要と言える． 

 その際に有効となる分析モデルが応用都市経済

（CUE）モデルである，CUE モデルは四段階推定法な

どの交通需要予測モデルに対し，誘発交通，開発交通を

加味することと，そうした交通需要変化を考慮した地域

帰着便益の計測を行うことを目的に開発されたモデルで

ある．しかし，CUE モデルは土地市場のみが均衡する

とした部分均衡（多市場同時均衡）モデルであり，この

ため便益計測においては土地市場以外の市場における供

給制約が考慮されてない点で問題があると指摘されてい

た 1)．また，交通生産に関しても曖昧な取り扱いとなっ

ており，交通整備が適切に評価できていないのではない

かとの懸念もある． 

 本研究では，一般均衡型の CUE モデルを開発するこ

とにより，CUE モデルが有していた便益計測に係わる

課題の解決を図った上で，高齢者の居住地と高齢者の必

要とする都市施設の位置に関して，高齢者がさらに増加

した場合に生じる問題を明らかにする．そして，それら

の問題を改善するための交通施設を含む都市施設の整備，

再配置について検討することが，本研究の目的である． 
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図1 山梨県の人口と高齢化率の推移 
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2. 応用都市経済（CUE）モデルの概要 

2.1 CUEモデルに関する既存研究の整理 

 CUEモデルの原形といえる土地利用・交通モデルは，

1980年代より土木計画学の分野では精力的に研究がなさ

れ，数多くの研究成果を生んできた（例えば，中村

（1984）2)，中村，林，宮本等（1983）3)）．しかし，上

田（1991）4)，上田（1992）5)は土地利用・交通モデルは

ミクロ経済学的基礎に基づかないため便益計測が行えな

い点で問題があると指摘していた．そこで武藤・上田・

高木（2000）6) ではミクロ経済学基礎に基づき土地利

用・交通モデルを再定式化し，便益が正確に算出するこ

とができるCUEモデルを開発した．その後，武藤等7) 8) 

9)，山崎（2010）10) 11)，堤12)等によって実用的分析などへ

も積極的な適用がなされてきている．しかし，堤，小池

ら（2012）1)による指摘では，CUEモデルは部分均衡モ

デルであり，便益計測においては土地市場以外の市場に

おける供給制約が考慮されていないという点が問題であ

ると指摘されていた． 

 そこで，本研究では一般均衡型のCUEモデルを構築す

る事により，堤，小池等の指摘への対応を試みたい． 

 

2.2 応用都市経済モデルの全体構造 

 CUEモデルを一般均衡型に拡張するということは，

一言でいえばSCGEモデルを構築することともいえる．

しかし，SCGEモデルは地域間産業連関表がデータベー

スとして必要であり，さらに原則として各地域に市場が

存在することが前提となる．これに対し，CUEモデルは

対象とするゾーンがパーソントリップ（PT）調査など

で対象とされる詳細ゾーンであり，これらのゾーンを対

象として地域間産業連関表（IO）を作成することは事実

上不可能である．また，そうした詳細ゾーンごとに市場

が存在するとの仮定も非現実的である． 

 そこで，本モデルは土地市場はゾーンごとに閉じてい

るものとし，またサービス系企業の提供するサービスも，

当該ゾーンに行かなければ原則として消費できないため

ゾーンごとに閉じているものとする．しかし，合成財に

関しては地域全体に唯一の代表的合成財企業が存在し，

そこが対象地域全体で一つの市場に財を供給すると想定

する．また，労働に関してはゾーンごとに市場が存在し

ているとし，資本は地域全体で一つの市場が存在してい

るとする． 

 モデルの基本的な前提条件は次の通りである． 

1) 本モデルの対象とする社会はPT調査などで対象と

される詳細ゾーンからなるものとする． 

2) 家計は効用水準一定下での支出最小化行動，企業

は費用最小化行動をとるものとする． 
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図2 家計の行動ツリー 

 

2.3 モデルの定式化 

2.3.1 家計の行動モデル 

 家計はゾーンごとに存在する代表的家計を仮定する．

家計は所得制約の下で，合成財，土地，合成余暇を消費

する（図2の[1]）．所得は一定の所得税率と貯蓄率が掛

けられている点には注意が必要である．次に家計は合成

財について合成財と合成サービスの消費量を決定する．

（図2の[2]）合成サービスについては，サービス財を供

給している地域kの選択を行う（図2の[3]）．その際に

は合成旅客交通投入を行うとして，地域選択には交通利

便性も考慮するものとする（図2の[4]）． 

 以上の各行動モデルに関し、家計はBarro型CES関数に

従い、効用水準を一定水準に維持するとの条件下で支出

最小化行動をとるものとする． 

 初めに家計の可処分所得を以下に定める．ここでは高

齢者の所得式を示す． 
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  (1d) 

ただし， j

SH

j
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j

GH zzz ,, ：地域jの家計の合成財消費量

や土地消費量や合成余暇消費量， j
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j

TH

j

GH qqq ,, ：

j

SH

j

TH

j

GH zzz ,, の価格， j

HU ：地域jの家計効用水準，

j

CU ：家計の財消費による効用水準， j

C ：代替弾力性

パラメータ， j

C

j

C

j

C  ,, ：パラメータ，m：添字のG，

T，Sを表す記号． 

 

2)需要関数 
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[2]合成消費財の消費n： j

nGHz  

1)支出最小化問題 
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2)需要関数 
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ただし，  
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3)財価格 
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 [3]合成サービスの地域k別消費量 kj

nGHz の決定 

1)支出最小化問題 
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2)需要関数 
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ただし，  
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3)財価格 
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[4]合成サービス kj
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1)支出最小化問題 
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ただし，  
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3)財価格 
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ただし， kj

TH
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nGH zx , ：地域jの家計の地域kからの合成消

費財nの消費量および合成旅客交通消費量， k
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k

n qp , ：

それぞれ地域kのn財価格と kj

THz の価格， kj
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力性パラメータ， kj

nGH
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 以上により，家計財消費の消費財および投資財の需要

関数が導かれた． 

 

2.3.2 企業の行動モデル 

 企業は地域全体に財を供給すると想定する合成財企業

とゾーンごとにサービスを供給すると想定するサービス

系企業とに分けて定式化を示す． 

（1）合成財企業の行動モデル 

 合成財企業は合成中間財と生産要素を投入して，地域

全体に対して合成財を供給する．すなわち，合成財企業

については，特にどのゾーンで合成財を供給するのかは

問わないものとする．そのため，合成財価格は一つの地

域全体市場で決定されることになり，計算負荷の軽減が

図られると考えられる．しかし、合成財企業の投入する

労働および運輸についてはゾーンごとの投入量を何らか

の形で算出する必要がある．そこで，合成財企業は地域

全体で唯一存在しているとするが，合成労働はゾーン別

に投入するとのモデル化を行うことにした．なお，どの

ゾーンから労働を投入するかは，当該ゾーンの運輸投入

に依存すると想定する．その結果，例えば交通利便性の

向上したゾーンは運輸投入が増加するとともに，労働投

入も増加し，通勤に係わる交通流動に影響を与える点が

表現可能となる． 

（2）サービス系企業の行動モデル 

 サービス系企業は，そのサービスが供給されるゾーン

に行かなければ原則的にはサービスを需要できない点に

違いがある．そのため，サービス系企業に関してはゾー

ンごとに代表的サービス企業が存在し，サービス供給を

行っているものとした．すなわち，モデル化はSCGEモ

デルの企業行動と同様になされることなる．一方供給さ

れたサービスについては，旅客トリップを投入して当該

ゾーンにアクセスをした利用者によって需要されるもの

とする．したがって，サービス系企業は交通利便性の高

い地域に多くサービス供給をしようとすることが表現で

きると考えられる． 
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図3 合成財企業の行動モデルツリー 

 

合成生産要素

道路貨物運輸合成生産要素

地域 ｊ

合成サービス

合成中間財

合成
資本

合成
労働

地域 k

[1]

[2]

[3]

[4] [6]

地域 k

[5]

 
図4 合成財企業の行動モデルツリー 

 

 企業の定式化は家計の定式化と枠組みは共通しており，

ここでは具体的に示すことは割愛したい． 

 

3. 市場の均衡条件 

 

合成財市場：
zH

m

zmz xxy    

サービス市場：   
i i

ij

SH

m

ij

Sm

j

S xxy  

労働市場：    
i m

ji

m

k

kj

TH

j

S

j lxtlT  

資本市場 
j

j

Sz kkk  

 

ym 

ym 



 5 

ただし， 

zy ：域内供給財供給量，
zmx ：合成財消費量，

zHx ：

合成サービス消費量， jT ：総利用可能時間， j

Sl ：，

t：， kj

THx ：，k ：家計の資本供給量． 

 

 

 以上のCUEモデルを用いて，まず将来，現在の居住分

布が変わらないとして，高齢化率のみが変化した場合に

高齢者の消費する医療サービス，福祉サービス，商業サ

ービスなどに対してどのような問題が生じるのかを均衡

計算から明らかにする．実際の計算は今後取組み講演会

までに結果を発表する予定ではあるが，交通利便性の高

くない地域における高齢者のサービス消費に対して何ら

かの悪影響が生じることが明らかにされるものと考えら

れる．それに対し，交通施設整備による対応が効果的で

あるのか，サービス系企業が何らかの形でそうした地域

にサービス供給が行えるようにすることが効果的である

のか，様々な対応策が考えられる．本CUEモデルを用い

ることにより，そうした対応策の評価も行えるものと考

えている． 

 

4. おわりに 

 本研究では，高齢社会に伴い変化していく社会に対し

て，高齢者のサービス消費に対して問題を明らかにする

ために，人々が一般均衡型のCUEモデルをBarro型CES関

数に基づき構築した．サービス企業は各ゾーンに存在し

て，それを高齢者は旅客トリップにより移動して消費を

行うことがモデル化されている．その結果，今後の高齢

化に伴いサービス消費に対する問題というものを本CUE

モデルにより明らかにできると考えている． 
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